
議案第３号

印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

令 和 ８ 年 度



令 和 ８ 年 度 印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

　令和８年度印西地区消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４１９，６７１千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（地方債）
第２条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の
　方法は、「第２表　地方債」による。

　（一時借入金）
第３条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。

令和８年２月３日提出 印西地区消防組合管理者　　笠　井　　喜　久　雄　

令和８年２月３日原案可決 印西地区消防組合議会議長　岩　崎　　成　子
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歳    入 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 分担金及び負担金 3,239,738

 1. 分担金 3,239,738

 2. 使用料及び手数料 3,763

 1. 使用料 165

 2. 手数料 3,598

 3. 国庫支出金 22,399

 1. 国庫補助金 22,399

 4. 県支出金 1

 1. 県補助金 1

 5. 財産収入 181

 1. 財産売払収入 181

 6. 繰越金 20,000

 1. 繰越金 20,000

 7. 諸収入 15,189

 1. 雑入 15,189

 8. 組合債 118,400

 1. 組合債 118,400

                        歳            入            合            計 3,419,671

第 １ 表　　 歳 入 歳 出 予 算
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歳    出 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 議会費 6,413

 1. 議会費 6,413

 2. 総務費 320

 1. 総務管理費 247

 2. 監査委員費 73

 3. 消防費 3,095,761

 1. 消防費 3,095,761

 4. 公債費 297,177

 1. 公債費 297,177

 5. 予備費 20,000

 1. 予備費 20,000

                        歳            出            合            計 3,419,671
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起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　　率

60,800

普通貸借
又は

証券発行

57,600防災対策事業

消防施設整備事業

第 ２ 表   地 方 債

（単位　千円）

償　　還　　の　　方　　法

年６．０％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金につ
いて利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

借入先の融資条件による。
財政その他の都合により繰上償還又は低利に
借換えすることができる。
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印西地区消防組合一般会計予算に関する説明書
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１．総  括
（歳    入） （単位　千円）

　        　　　　　　   款 本年度予算額 前年度予算額 比        較 構成比％

 1. 分担金及び負担金 3,239,738 3,163,080 76,658 94.7 

 2. 使用料及び手数料 3,763 2,902 861 0.1 

 3. 国庫支出金 22,399 1 22,398 0.7 

 4. 県支出金 1 1 0 0.0 

 5. 財産収入 181 242 △61 0.0 

 6. 繰越金 20,000 20,000 0 0.6 

 7. 諸収入 15,189 3,437 11,752 0.4 

 8. 組合債 118,400 393,700 △275,300 3.5 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 3,419,671 3,583,363 △163,692 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

－7－



（歳    出） （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 議会費 6,413 2,427 3,986 6,413 0.2 

 2. 総務費 320 320 0 320 0.0 

 3. 消防費 3,095,761 3,252,797 △157,036 22,399 118,400 58,490 2,896,472 90.5 

 4. 公債費 297,177 307,819 △10,642 297,177 8.7 

 5. 予備費 20,000 20,000 0 20,000 0.6 

歳     出     合     計 3,419,671 3,583,363 △163,692 22,399 118,400 58,490 3,220,382 100.0 

特      定      財      源 構成比％
一 般 財 源

款 本年度予算額前年度予算額 比    較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳
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２．歳  入

(款)  1.分担金及び負担金 (項)  1.分担金 （単位　千円）

金　　額

 1.市分担金 3,239,738 3,163,080 76,658  1.市分担金 3,239,738 一般分担金　印西市 1,984,623

一般分担金　白井市 1,212,862

印西市特別分担金 42,253

　　　 計 3,239,738 3,163,080 76,658

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.使用料

 1.消防使用料 165 168 △3  1.行政財産目的外使 165 行政財産目的外使用料 165

用料

　　　 計 165 168 △3

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  2.手数料

 1.消防手数料 3,598 2,734 864  1.消防手数料 3,598 危険物規制事務関係手数料 3,597

諸証明手数料 1

　　　 計 3,598 2,734 864

(款)  3.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.消防費国庫補助金 22,399 1 22,398  1.消防費国庫補助金 22,399 水槽付消防ポンプ自動車 22,399

　　　 計 22,399 1 22,398

(款)  4.県支出金 (項)  1.県補助金

 1.消防費県補助金 1 1 0  1.消防費県補助金 1 科目存置 1

　　　 計 1 1 0

(款)  5.財産収入 (項)  1.財産売払収入

 1.物品売払収入 181 242 △61  1.物品売払収入 181 公用車売払収入 181

　　　 計 181 242 △61

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 20,000 20,000 0  1.繰越金 20,000 繰越金 20,000

　　　 計 20,000 20,000 0

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明
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(款)  7.諸収入 (項)  1.雑入 （単位　千円）

金　　額

 1.雑入 15,189 3,437 11,752  1.雑入 15,189 生命保険料等徴収代行手数料 1,332

自動販売機等電気料 304

自動販売機設置納付金 913

特定健康診査補助事業助成金 200

消防救急無線再整備事業に係る助成金 12,440

　　　 計 15,189 3,437 11,752

(款)  8.組合債 (項)  1.組合債

 1.消防債 118,400 393,700 △275,300  1.消防施設整備債 60,800 水槽付消防ポンプ自動車 60,800

 2.防災対策事業債 57,600 指令システム全体更新事業負担金 22,100

消防救急無線再整備事業負担金 35,500

　　　 計 118,400 393,700 △275,300

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳  出

（款） 1.議会費 （項）  1.議会費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.議会費 6,413 2,427 3,986 6,413  1.報酬 481 議員報酬 481

 9.交際費 50 議長交際費 50

10.需用費 17 消耗品費 17

12.委託料 1,431 会議録作成業務委託料 1,431

17.備品購 4,434 議会関係備品 4,434

入費

　計 6,413 2,427 3,986 6,413

（款） 2.総務費 （項）  1.総務管理費

 1.一般管理 247 247 0 247  1.報酬 183 管理者報酬 70

費 副管理者報酬 63

行政不服審査会委員報酬 50

 9.交際費 50 管理者交際費 50

10.需用費 7 消耗品費 7

18.負担金 7 非常勤職員公務災害補償等事務 7

補助及 負担金

び交付

金

　計 247 247 0 247

（款） 2.総務費 （項）  2.監査委員費

 1.監査委員 73 73 0 73  1.報酬 66 監査委員報酬 66

費 10.需用費 7 消耗品費 7

　計 73 73 0 73

（款） 3.消防費 （項）  1.消防費

 1.常備消防 3,095,761 3,252,797 △157,036 22,399 118,400 58,490 2,896,472  1.報酬 420 産業医報酬 420

費  2.給料 1,085,979

本  年  度 特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

比　　較目 説　　　　　　　　　明
金　　額区　　分

前  年  度
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 3.職員手 919,544

当等

 4.共済費 578,139

 5.災害補 1 科目存置 1

償費

 7.報償費 63 消防長表彰 4

表彰記念品等 21

講師謝礼等 38

 8.旅費 3,441 普通旅費 434

研修旅費 266

消防大学校入校旅費 221

消防学校入校旅費 2,016

救急救命士研修旅費 504

 9.交際費 260 消防長交際費 260

10.需用費 107,880 消耗品費 43,607

燃料費 15,633

食糧費 543

印刷製本費 611

光熱水費 30,862

修繕料 16,624

11.役務費 12,572 火災保険料 184

自動車保険料 1,920

車検手数料 287

通信運搬費 506

電話料金等 3,937

クリーニング代 216

救急救命士国家試験受験手数料 99

損害保険料 497

目 本  年  度 前  年  度 比　　較 説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

その他手数料 61

インターネット通信料 863

通信指令システム関係通信料 1,506

浄化槽法定検査料 16

予防技術資格者受検手数料 28

高圧ガス容器耐圧検査手数料 1,965

引火点測定試験手数料 39

振込手数料 448

12.委託料 38,050 電気工作物保安業務委託料 1,464

空調設備等保守管理委託料 618

複写機等保守管理委託料 314

無線機保守点検委託料 2,725

はしご車保守点検委託料 677

高圧受電設備清掃委託料 83

受水槽、浄化槽清掃委託料 416

職員健康診断委託料 6,336

Ｂ型肝炎抗体接種委託料 421

例規システム更新業務委託料 572

ホースハンガー保守点検委託料 179

救急業務高度化資機材保守管理

委託料 3,396

水難救助器具保守点検委託料 391

各種測定器保守点検委託料 354

各種予防接種委託料 737

エレベーター保守管理委託料 555

消防車両保守点検委託料 287

非常用自家発電設備保守点検委

託料 253

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

感染性廃棄物収集運搬処理委託

料 825

呼吸器用空気充填機保守点検委

託料 442

救急課程病院研修委託料 60

発電機定期点検委託料 15

庁舎等清掃委託料 1,515

汚水槽・雑排水槽清掃委託料 350

廃棄物収集運搬処理委託料 1,488

弁護士相談委託料 110

ストレッチャー保守点検委託料 215

各種講習委託料 1,992

その他業務委託料 5,652

消防用設備点検委託料 506

電話設備保守業務委託料 581

ホームページ作成業務委託料 4,521

13.使用料 36,531 テレビ受信料 105

及び賃 有料道路通行料 261

借料 コンピュータシステム使用料 26,124

例規システム使用料 528

車両借り上げ料 80

統計システム使用料 4,688

車両閉じ込め救出訓練用廃棄済

車両使用料 198

クレジットカード使用料 33

電話交換機リース料 1,364

火災調査用資機材リース料 3,150

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

14.工事請 16,435 庁舎等工事 16,435

負費

16.公有財 42,257 牧の原消防署施設取得費償還金 26,740

産購入 牧の原消防署用地取得費償還金 12,772

費 牧の原消防署庁舎設計費償還金 1,887

飲料水兼用耐震性貯水槽設計費

償還金 387

飲料水兼用耐震性貯水槽整備費

償還金 471

17.備品購 130,557 水槽付消防ポンプ自動車 92,225

入費 予防査察車 5,353

消防ホース 2,822

水難救助隊潜水機材 5,905

防火衣等 9,814

総務関係備品 10,467

予防関係備品 685

警防関係備品 165

救急関係備品 2,999

指揮指令関係備品 122

18.負担金 122,309 全国消防長会負担金 263

補助及 全国消防長会関東支部負担金 27

び交付 千葉県消防長会負担金 99

金 全国消防協会負担金 107

千葉県消防協会負担金 16

千葉県消防協会印旛支部負担金 32

公平委員会負担金 10

公務災害見舞金支給及び賞じゅ

つ金授与事務負担金 28

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

職員採用共同試験負担金 80

安全運転管理者協議会負担金 63

消防大学校入校負担金 1,350

消防学校入校負担金 4,520

救急救命士研修負担金 4,541

消防業務免許取得負担金 23

その他会議研修負担金 102

各種技能講習負担金 400

メディカルコントロール協議会

負担金 4,067

成田国際空港消防連絡協議会負

担金 25

指令センター共同運用負担金 20,247

指令システム全体更新事業負担

金 29,530

消防救急無線デジタル化負担金 8,035

消防救急無線再整備事業負担金 48,305

施設使用維持管理負担金 439

21.補償補 1 科目存置 1

填及び

賠償金

26.公課費 1,322 自動車重量税 1,322

　計 3,095,761 3,252,797 △157,036 22,399 118,400 58,490 2,896,472

（款） 4.公債費 （項）  1.公債費

 1.元金 283,840 301,695 △17,855 283,840 22.償還金 283,840 元金償還金、市町村振興協会 237,195

利子及 元金償還金、銀行等引受債 25,189

び割引 元金償還金、千葉県市町村振興 21,456

料 資金

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.利子 13,337 6,124 7,213 13,337 22.償還金 13,337 利子償還金、市町村振興協会 12,493

利子及 利子償還金、銀行等引受債 844

び割引

料

　計 297,177 307,819 △10,642 297,177

（款） 5.予備費 （項）  1.予備費

 1.予備費 20,000 20,000 0 20,000 予備費 20,000

　計 20,000 20,000 0 20,000

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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報　　　　酬 給　　　　料 期　末　手　当 地　域　手　当 そ 　 の　  他 計

の　  手　  当

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

6 536 536 536

計 18 1,150 1,150 1,150

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

6 476 476 476

計 18 1,090 1,090 1,090

長　　　　等 0 0 0 0

議　　　　員 0 0 0 0

そ の 他 の
特   別   職

0 60 60 60

計 0 60 60 60

 備 考　　長等とは、管理者及び副管理者をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

給　　　　    　　　　  　　　与　　　　　  　    　　　　　費

比　     較

本  年  度

前  年  度

給　 　 与 　　 費　 　 明　 　 細　　  書

１． 特 　別　 職

区　　         　　　分 職   員   数 共    済    費 合　  　   計 備                  考
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２　一　般　職

（１）　総　括

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分 職　 員　 数 報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　　考

         (人)         (千円)          (千円)          (千円)          (千円)          (千円)         (千円)

本　年　度 269 1,085,979 919,544 2,005,523 578,139 2,583,662

前　年　度 268 1,047,205 877,579 1,924,784 554,882 2,479,666

比　　　較 1 38,774 41,965 80,739 23,257 103,996

※（　）は短時間勤務職員を外書き

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時 間 外 手 当

区　　  分

  (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)

本　年　度 39,180 16,900 19,689 104,900 271,792 226,421 53,442

前　年　度 40,200 16,900 20,424 101,012 259,604 215,293 46,115

職員手当の 比　　　較 △ 1,020 0 △ 735 3,888 12,188 11,128 7,327

内　　　訳 特殊勤務手当 住 居 手 当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児 童 手 当
管理職員特別勤務

手当

区      分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 15,086 18,840 99,026 21,735 31,200 1,333

前　年　度 13,602 17,880 94,379 20,627 30,210 1,333

比　　　較 1,484 960 4,647 1,108 990 0

（13）

（10）

（△3）
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　　　(千円)

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

　　　　説　　　　　明　　　（千円）
　　　　　　　　　　　(千円)

12,343

備　　　　　　　　　　考

その他の増減分

15,452

昇給に伴う増加分 10,979

給　料 38,774
給与改定に伴う
増加分

その他の増減分 36,613

5,352職員手当 41,965 期末手当 2,689

扶養手当

制度改正に伴う
増加分

勤勉手当

1,484

4,647

時間外手当

8,465

特殊勤務手当

7,327

住居手当 960

3,888

期末手当

勤勉手当

管理職手当 △ 735

2,663

夜間勤務手当

児童手当

1,108

990

地域手当

休日勤務手当

9,499

△ 1,020

－20－



（３）　給料及び職員手当の状況

　　 ア　職員一人当たり給与

 　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 消　　　　防　　　　職

  平 均 給 料 月 額(円) 326,623  

令和７年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 429,967  

  平　 均　 年　 齢(歳) 39.8  

  平 均 給 料 月 額(円) 321,043  

令和６年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 421,734  

  平　 均　 年　 齢(歳) 40.1  

　　　イ　初　任　給

消　　　　防　　　　職（円）  国　　　の　　　制　　　度

消　　防　　吏　　員 そ　の　他　の　職　員 消　　　　防　　　　 職

高　　　　　　校　　　　　　卒 213,100　 206,700　  制度なし

大　　　　　　学　　　　　　卒 242,000　 237,600　

区　　　　　　　　　　　　　分

－21－



※（　）は短時間勤務職員を外書き

11.2

構　　成　　比（％）

13.5

14.2

15.0

16.9

6 2.2

計 267（10） （100.0）

20 7.5

55

40 15.0

20.6

８　　級

ウ　級別職員数

計

38

36

57

３　　級

４　　級

５　　級

17

６　　級

７　　級

区　　　　　　　　　分
級 職　　員　　数（人）

消　　　　　　　　　　　　防　　　　　　　　　　　　職

１　　級

２　　級

13.9

12.7

267（11）

令和７年１１月１日現在

令和６年１１月１日現在

１　　級 34

３　　級

37

40

6

45

２　　級

45 16.9

（100.0）

(級別の標準的な職務内容)

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級

４　　級

７　　級

５　　級

６　　級

８　　級

８　　級

消 防 士 消防副士長 消防士長 消防司令補 消防司令補 消防司令 消防司令長

４　　級 ５　　級

消防長、次長
及び参事の職務

消　防　職
主任又は
主任主事の職務

主査補の職務 主査の職務
係長の職務
副主幹の職務

消防正監
及び

消 防 監

主事の職務

6.4

課長補佐及び
副署長の職務
主幹の職務

課長及び
消防署長の職務
指揮隊長の職務
副参事の職務

６　　級 ７　　級

2.2

（100.0）

100.0

（10） 30

100.0

（11） 28 （100.0） 10.5

21.3
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2.30

2.325

1

88.5

本

年

度

269

238

11

２号給　　（人）

88.5

269

238

６号給　　（人）

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

号 給 数 別 内 訳
４号給　　（人）

８号給　　（人）

代　表　的　な　職　種

消　　　　防　　　　職

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人）

11

227

３号給　　（人）

14

１号給　　（人）

227

４号給　　（人） 225 225

６号給　　（人）

1

８号給　　（人）

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人） 268 268

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人） 240

１号給　　（人）

240

エ　昇　給

区　　　　　　　　　分 合　　　　　計

３号給　　（人） 14

２号給　　（人）

前

年

度

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

号 給 数 別 内 訳

本 年 度

前 年 度

89.6

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
６　月（月分） １２　月（月分）

支　給　期　別　支　給　率
支給率計　（月分）

89.6

国の制度

2.325

2.30

2.325

4.60

4.65

4.652.325

再任用有

有

職制上の階級、職務の
級等による加算措置

有

再任用

計

備　考

6月 12月

再任用

1.2

1.225

1.225 2.45

2.40

2.45

1.2

1.225

1.225
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支給対象職員数　（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称
火災等出動手当
救急出動手当

機関員業務手当

269

ク　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　職　種

給料総額に対する比率（％）

キ　地域手当

国　の　制　度
（支　給　率　等）

24.586875

備　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置
（2%～45%加算）

加 算 措 置 等

３５年勤続の者

（月分）

最　高　限　度

（月分）

定年前早期退職
特例措置

（2%～45%加算）

そ　の　他　の

12

9.2

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　　分
２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者

（月分）

支　　給　　率　（％）

84.2

支 給 対 象 地 域

支給対象職員の比率　（％）

33.27075 47.709 47.709

1.39

管内全域

－24－



区　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　じ

同　じ住居手当

ケ　その他の手当

通勤手当 同　じ

－25－



240,801 209,073 12,99550,678

7,430

令和9年度

145,400

令和8年度

29,530 22,100
～

令和8年度

消防救急無線再整備事業負担金

令和7年度

令和7年度 31,728

指令システム全体更新事業負担金

令和5年度

230,481

令和8年度

260,011

～

令和10年度

7,683

令和7年度

平成11年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

72,365 5,662

令和10年度

平成10年度

1,884

～

牧の原消防署用地取得事業
　用　　地　5,999.99㎡

平成10年度

6,524

一般財源

令和8年度

～

令和10年度

特　　定　　財　　源

～

38,314

そ の 他国県支出金

千円 千円

期　　間

38,314

金　　額金　　額

千円 千円

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　由 限 度 額

地 方 債

左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間

当 該 年 度 以 降 の
支 出　予　定　額

前 年 度 末 ま で の
支 出（見込）額

令和8年度千円 千円

1,159

令和8年度

千円

878,133 839,819

令和7年度

～

1,159

1,884

5,662牧の原消防署設計委託料 78,027

～

飲料水兼用耐震性貯水槽設計委託料

～

飲料水兼用耐震性貯水槽整備委託料 53,794

令和12年度

～

令和8年度

133,934

平成10年度

令和7年度

55,678

～

1,490,511

～牧の原消防署施設整備委託料
　消防庁舎　2,490.63㎡

平成12年度

1,356,577 133,934
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普　通　債
消　　　防 1,564,598

千円

118,400

千円

283,840

千円 千円

1,730,038

区       分
前 々 年 度 末

現　　在　　高

前 　年 　度 　末

現 在 高 見 込 額

1,705,933

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当　　該　　年　　度　　末

現　在　高　見　込　額
当　該　年　度　中
起　債　見　込　額

当　該　年　度　中
元 金 償 還 見 込 額

当　該　年　度　中　増　減　見　込

千円

－27－



100.00%

1,984,623,000 1,212,862,000 3,197,485,000

1,984,622,875 1,212,862,125 3,197,485,000

2,379,078,000902,426,0001,476,652,000

3,069,022,000

4.19%増減率

構成比

前年度

100.00%

4.56%

牧の原設計

耐震性貯水槽設計

牧の原用地

耐震性貯水槽整備

1,886,053

26,739,256

386,145

62.07%

前年度 3,163,080,540

比　較 76,657,751

増減率

3,239,738,291

2.42%

計

42,253,291

38.15%

37.93%

増減率 3.58%

基準財政需要額割

（２）
一般分担金（円単位）
　　　　　（千円単位）

消防施設等取得費償還金

一般分担金率

特別分担金

(100%)

470,223

61.85%

牧の原庁舎

12,771,614

37.93%

前年度

構成比

前年度

前年度

円2,379,078,000902,426,000

消防施設等取得費償還金

構成比

前年度 1,898,117,000

100.00%

基準財政需要額及び比率 円1,476,652,000 円

構成比 62.07%

1,170,905,000

（３）

令和７年10月１日現在

前年度

増減率

構成比

構成比

（１）

42,253,291

94,058,540

△ 55.08%

令和８年度印西地区消防組合一般会計予算分担金算出表 （単位　円）

分担金率・市名 印　西　市 白　井　市 合　　計

参 考

増減率

94,058,540

計

前年度特別分担金合計

計 42,253,291

前年度

前年度 1,992,175,540

増減率 △ 55.08%

比　較 34,700,751

1,212,862,000

41,957,000

前年度 1,170,905,000

計

比　較

分担金算出方法

増減率 1.74% 増減率

(1)一般分担金3,197,485,000円を印西市及び白井市の消防費に係る基準財政需要額の構成比であん分し算出。なお、算出にあたり構成比の端数処理は行わ
　 ないものの、表中の構成比の表示については、小数点第2位までの表示とし、構成比の合計が100％となるよう必要により調整を行う。
 ※参考（消防費に係る基準財政需要額の構成比について、小数点第10位を四捨五入し小数点第9位まで表示）
　 印西市 62.068246606%　白井市 37.931753394%
(2)一般分担金（円 単 位）については、合計が3,197,485,000円となるよう、必要により円 単 位の調整を行う。
(3)一般分担金（千円単位）については、合計が3,197,485,000円となるよう、必要により千円単位の調整を行う。

3.58%

（４）
分担金合計

（２）＋（３）

計 2,026,876,291
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